
2の2 一般行政職給料表の状況（平成31年4月１日現在）

円 円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円 円

（注）職員手当には退職手当を含みません。

6,211

平成29
年度

千円

2,428,447

千円千円

住民基本台帳人口 人件費率

586,336

13.6

391

千円

1,475,264

給 料

％

千円

366,847

千円

13.7

（注） 人件費には、市職員給与及び市長等特別職、議会議員、各種委員会に支給される報酬、共済費（民間での社会保険料事業主負担分）を含んでいます。

職員数

Ｂ／Ａ

計 Ｂ

2 職員の給与及び職員数の状況

2の1 総括
(1) 人件費の状況（平成30年度普通会計決算）

人件費 （参考）歳出額 実質収支区 分

一人当たり給与費

Ａ Ｂ／Ａ職員手当 期末・勤勉手当

給与費

平成29年度の人件費率

％

58,260 337,424 3,687,859

人

(4) ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

(3) 特記事項

最高号給の
給料月額

(2) 職員給与費の状況（一般会計決算）
区分

人 千円千円

（平成31年3月末） Ａ

平成30
年度 27,066,041

Ｂ

392

（注) ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を指数で示したものです。

平成30
年度

人

6,135

千円 千円 千円

1,466,870 348,061 589,884 2,404,815

千円 千円

１号給の
給料月額

１級 ２級 ３級

410,200

４級 ５級 ６級

319,200

７級

144,100 194,000 230,000 263,000 288,900 362,900

247,600 304,200 362,000 385,800 394,000 444,900

（H25）

106.9

（H25）

105.8

（H25）

106.6

（H30）

98.3

（H30）

98.6
（H30）

99.1

90

95

100

105

110

石狩市 類似団体平均 全国市平均

（指数）



2の3 職員の平均給与月額、初任給等の状況

円

円

歳 円 円

（注）

均である。

歳 円 円 円

歳 円 円 円 歳 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

（注）

均である。

大 学 卒 円 円 円 円

高 校 卒 円 円 円 円

高 校 卒 円 円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

2の4 一般行政職の級別職員数等の状況

人 ％

％

％

％

％

％

％
部長等の職務

2,553

1

286,817

208

100.0

50.70

335,946

58.50

1 347,100

公 務 員

7 級

職員数

7.1

13

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成31年4月1日現在）

大 学 卒

６ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているも
のではない。

6 級
①部の次長等の職務
②困難な業務を処理する課長等の職務

27.6

特に高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

25

29 8.5

主任の職務

10.9

高 校 卒

主査又は係長の職務

①課長等の職務
②主幹の職務

114

3.8

29 8.5

－

（注）１ 石狩市職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

定型的な業務を行う職務

技能労務職

4 級
33.6

２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

標準的な職務内容

358,200

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの諸手当の
額を合計したものです。このうち、上段はこれら全ての諸手当込みのものであり、地方公務員給与実態調査において明ら
かにされているものです。また、下段は国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれ
ていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

(2) 職員の初任給の状況（平成31年4月1日現在）

50.80

355,305

380,687

-

うち用務員

358,200347,100

平均給与
月額（Ａ）

平均給料月額 平均給与月額

円

①一般行政職

43.30

石狩市

平均給与
月額

（国ベース）

区 分
平均給料月額

2 級

1 級

(1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成31年４月１日現在）

302,400

高 校 卒 －

5 級

北海道

325,745

54.00

358,362

358,200

358,200 用務員

国

歳

Ａ／Ｂ

石狩市

国 43.50

②技能労務職

平均給与
月額（Ｂ）

平均年齢

区 分
石 狩 市

207,200

類似団体

364,815

区 分

一般行政職

７ 「平均給与月額（Ａ）」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの諸
手当の額を合計したものです。また、「平均給与月額（国ベース）」は国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、
特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

3 級

1.7355.60

備考

対応する民
間の類似職

種
平均年齢

民 間

58.50

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成31年4月1日現在）

158,300

１ 石狩市の「平均給料月額」とは、平成31年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

４ 類似団体の「平均給料月額」の値は、平成30年4月1日現在における職員の基本給の平均を使用しています。

２年後の給料初任給

180,700

平均年齢

１ 「平均給料月額」とは、平成31年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

180,700

５ 民間データは、賃金構造基本計画調査において公表されているデータを使用しています。（平成27年から平成29年の
3ヶ年平均）

328,637

初任給

２ 北海道の「平均給料月額」の値は、平成30年4月1日現在における職員の基本給の平均を使用しています。

194,000

技能労務職

148,600

194,000

148,600 158,300

323,600

410,940

国

24

94

３ 国の「平均給料月額」の値は、平成30年4月1日現在における職員の基本給の平均を使用しています。

経 験 年 数 15 年区 分 経 験 年 数 10 年

253,800

－

302,400

148,600

253,800

－

341,100

158,300

358,456

職員数

214,700

２年後の給料

一般行政職

経 験 年 数 20 年

構成比

－

３ 国の値は、平成30年4月1日現在における職員の平均を使用しています。

区 分

329,845

37

407,034



昇給に係る勤務実績の反映は、勤務実績に基づき昇給区分を決定している。

昇給区分及び昇給号俸数は次のとおりである。

1人当たり平均支給額（平成30年度） 1人当たり平均支給額（平成29年度）

千円 千円

（平成30年度支給割合） （平成29年度支給割合） （平成29年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分) 月分) 月分) 月分) 月分) 月分)

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算 5～15％ ・役職加算 5～20％ ・役職加算 5～20％

・管理職加算 10～25％ ・管理職加算 10～25％

（0.90(1.45 （1.45 （1.45 （0.85

（注） ( )内は、再任用職員に係る支給割合です。

1.85

1,504

0号俸

職制上の段階、職務の級等による加算措置

（0.85

－

1.802.6

石 狩 市

(2) 昇給への勤務実績への反映状況

高齢層職員高齢層職員以外の職員

勤務成績が良好でない職員

勤務成績が良好である職員 4号俸

1.80

国北 海 道

2号俸 1号俸

0号俸

1,673

2.62.6

2号俸

(1) 期末手当・勤勉手当

2の5 職員の手当の状況

（注） 平成26年4月から給料表7級制を導入しています。

区分

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

昇給号俸数

勤務成績がやや良好でない職員

（注）平成19年４月１日から、給料表を８級制から６級制に改正しています。

1級, 10.9% 1級, 11.2% 1級, 7.8%

2級, 7.1% 2級, 7.6%
2級, 5.6%

3級, 27.6% 3級, 24.2% 3級, 31.5%

4級, 33.6% 4級, 34.9% 4級, 32.6%

5級, 8.5% 5級, 9.1% 5級, 12.2%

6級, 8.5% 6級, 9.1% 6級, 5.9%
7級, 3.8% 7級, 3.9% 7級, 4.4%

0%

10%

20%
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平成31年の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比



勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

1人当たり平均支給額 千円 千円

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

千円

千円

％

種類

千円

千円

千円

千円

3

支給対象職員数

(4) 特殊勤務手当（平成31年4月1日現在）

手当の種類（手当数）

社会福祉業務手当

支給実績（平成30年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成30年度）

市税等徴収業務手当

1,240

7.8

33.2707528.039533.27075

生活保護に関する現業業務 日額300円

20

日額200円

19.6695 24.58687524.58687519.6695

行旅死亡人取扱手当

福祉総務課

東京都特別区 20 2

国

3

47.709

47.709

1,841

・定年前早期退職特例措置（2％～45％）

1

月分

放射線取扱手当

行旅死亡人収容等業務

手当の名称 主な支給対象業務

犬、猫その他の動物の死体の収集は又運
搬業務

市税等の徴収業務

都市整備課
ごみ・リサイクル課

野犬捕獲作業等手当

納税課・国民健康保険課

伝染病の患者等の防疫措置業務

日額300円

支給実績（平成29年度決算）

全職員

特殊現場作業等手当 下水道課

147,734

エックス線その他の放射線に関する業務 日額250円

支給職員1人当たり平均支給年額（平成30年度決算）

131,136支給実績（平成30年度決算）

484

国又は他の地方公共団体の要請に基づ
く災害復旧等業務

(5) 時間外勤務手当

38支給職員1人当たり平均支給年額（平成30年度決算）

主な支給対象職員等

防疫作業手当 保健推進課・農政課

左記職員に対する支
給単価

1件400円

日額400円

福祉総務課 1件3,000円

札幌市

9

支給率

月分

・定年前早期退職特例措置（2％～45％）

614

28.0395

39.7575

支給対象地域

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、平成30年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

(3) 地域手当（平成31年4月1日現在）

47.709

4,885 21,139

月分39.7575

47.709

支給職員１人当たり平均支給年額（平成30年度決算）

国の制度（支給率）

石 狩 市

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

月分

47.709

支給実績（平成30年度決算）

518

道路上作業手当

災害派遣業務手当

都市整備課 道路維持修繕作業業務

日額2,000円

(2) 退職手当（平成31年4月1日現在）

診療放射線技師

47.709

支給職員1人当たり平均支給年額（平成29年度決算）

日額300円

下水道管路施設内の点検、清掃業務



円

円

円

円

円

月分

教 育 長 任期終了後644,000円×8.514（任期3年の支給割合）

教 育 長 644,000

月分

円

任期終了後退
職
手
当

（算定方式）

副 市 長

市 長

735,000円×12.936（任期4年の支給割合）

教 育 長
3.35

任期終了後

副 議 長

議 員

常勤監査委員

920,000円×20.504（任期4年の支給割合）

590,000円×10.472（任期4年の支給割合） 任期終了後

常勤監査委員

議 長

市 長 （平成31年度支給割合）

（平成31年度支給割合）

3.35

（支給時期）

920,000

期
末
手
当 議 長

2の6 特別職の報酬等の状況（平成31年4月1日現在）

副 市 長

同じ 80,025

千円

給
料

寒冷地手当

市 長

区 分 給 料 月 額 等

円

439,000

590,000

副 議 長

735,000

円

円

報
酬

212,101

11月～3月（5か月間)支給で、
①世帯主で扶養親族のある
職員23,360円（月額）
②その他の世帯主である職員
13,060円（月額）
③その他の職員8,800円（月
額）

32,330

50,268

同じ 千円

76,941異なる 26,083

266,914

内容及び支給単価

住居手当

①借家（家賃12,000円を超え
る者が対象）は、家賃の額に
応じて27,000円を限度に支給
（月額）
②持家（平成29年度末で廃
止）

21,620

扶養手当 同じ

①配偶者6,500円（月額）
②子10,000円（月額）
③16歳年度初めから22歳年
度末までの子5,000円（月額
に加算）
④父母等6,500円（月額）

支給職員1人当
たり平均支給年
額（平成30度決
算）

支給実績（平成30
年度決算）

国の制度と異なる内
容

(6) その他の手当（平成31年4月1日現在）

千円

千円管理職手当

①部長相当職75,700円（月
額）
②部次長相当職64,200円（月
額）
③課長相当職56,200円（月
額）

通勤手当

①自動車等使用者には、距
離に応じて2,400円から
32,000円の範囲内で支給（月
額）
②交通機関利用者には、1か
月定期券等の実費額に応じ
て、55,000円を限度に支給
（月額）

異なる

①自動車等使用者
には、距離に応じて
2,000円から31,600
円の範囲内で支給
②交通機関利用者
には、6か月定期券
等の実費額を一括
支給（1か月当たり
55,000円を限度）

国の制度との
異同

手 当 名

議 員

円

円

常勤監査委員

副 市 長

336,000

383,000

円

千円

49,300 666,216



（各年4月1日現在）

（各年4月1日現在）

人 人 人 人 人 人
人 人 人 人 人 人
人 人 人 人 人 人
人 人 人 人 人 人
人 人 人 人 人 人

の増減数（率）

総合計

過去５年間年 度
部 門 別

(3) 職員数の推移

2

(▲11.5%)

(▲0.7%)

4人

▲7人

▲3人

(▲11%)

一般行政

教育

普通会計計 380 397

63 61

393 385

62

376 377

61

(3%)

公営企業等会計計

(1.1%)

52 53 49 49

10人

▲6人

451
職員数

2 19 41 29 26 29

人

42 80

人

77 66 38

人

以上

人 人 人 人

55歳 59歳

～ ～

人

47歳 51歳

人 人 人 人 人

31歳 35歳 39歳 43歳

60歳44歳 56歳

～

32歳

計

～ ～

24歳

未満 23歳 27歳

52歳

～～ ～ ～

[ 595 ］ [ 595 ］ [ 0 ］

28歳 48歳

合 計
440 451 11

20歳

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数です。

２ [ ]内は、条例定数の合計です。

-6 欠員不補充

小 計 60 54 -6

下 水 道 9 9 0

25 19

1

水 道 18 17 -1 欠員不補充

0

公営企
業等会
計部門

病 院 8 9

交 通

そ の 他

0

警 察特別行
政部門

教 育 49 49

消 防

小 計 49 49

体制強化

小 計 331 348 17

衛 生 38 41 3

欠員不補充

体制強化

土 木 38 37 -1

民 生 86 95 9

2 体制強化18
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区 分
部 門

職 員 数 （ 人 ） 対前年
増減数
（人）

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

12 -4

一般行
政部門

議 会 5

農 林 水 産

16

税 務

平成30年 平成31年

2の7 職員数の状況

338 333 324 324 331

平成29年 平成30年

(2) 年齢別職員構成の状況（平成31年4月1日現在）

～

区 分

平成26年 平成31年
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.
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歳 円 円

③ 職員の手当の状況

千円 千円

（平成30年度支給割合） （平成30年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 5～15％ ・役職加算 5～15％

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

1人当たり平均支給額 千円 千円 1人当たり平均支給額 千円 千円

千円

円

％

千円

千円

千円

千円

47.709

24.586875

47.709 月分

1,547

支給職員1人当たり平均支給年額（平成30年度決算） 695

1回1,500円

エ 時間外勤務手当

8,256

支給職員1人当たり平均支給年額（平成29年度決算） 486

支給実績（平成30年度決算） 10,419

現場危険作業手当 石狩河口橋添架水道管調査作業に従事した職員

支給実績（平成29年度決算）

種類

手当の名称 主な支給対象職員及び支給対象業務 左記職員に対する支給単価

水道料金等徴収業務手当 水道料金等の徴収業務に従事した職員 日額200円

支給職員1人当たり平均支給年額（平成30年度決算） 2,250

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成30年度） 20.0

手当の種類（手当数） 2

-

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

ウ 特殊勤務手当（平成31年4月1日現在）

支給実績（平成30年度決算） 9

月分

・定年前早期退職特例措置（2％～45％）

47.709

21,139

47.709

・定年前早期退職特例措置（2％～45％）

28.0395

石狩市水道事業会計 石狩市（一般職)

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

月分24.586875

33.27075

19.6695

(1.45) （1.45）

（注） ( )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ 退職手当（平成31年4月1日現在）

月分33.27075

(0.90) (0.90)

19.6695

28.0395

1,504

2.6 1.85 2.6 1.85

ア 期末手当・勤勉手当

石狩市水道事業会計 石狩市（普通会計)

1人当たり平均支給額（平成30年度） 1人当たり平均支給額（平成30年度）

525,910

％ ％

946,959 - 55,665

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成31年4月1日現在）

区 分 平 均 年 齢 基本給

石狩市水道事業会計 46.8 321,164

資本的支出

収益的支出
千円

1,826,498 3.87

5.88 5.70

総費用
純損益又は実
質収支

144,499

千円 千円 千円

平成29年度の総費用に占める職
員給与費比率

総費用に占める職
員給与費比率

Ａ

- 4,885

（参考）

70,754

2の8 公営企業職員の状況
(1) 石狩市水道事業

ア 平成30年度決算

① 職員給与費の状況

職員給与費
区分

Ｂ Ｂ／Ａ

平均月収額

39.7575

47.709

39.7575

千円 ％％

3.53

47.709

千円



円

円

円

円

円

円

千円

2,909

2,257 千円

612 千円

千円 98,411寒冷地手当

11月～3月（5か月間)支給で、
①世帯主で扶養親族のある
職員 23,360円（月額）
②その他の世帯主である職員
13,060円（月額）
③その他の職員8,800円（月
額）

同じ

①配偶者6,500円（月額）
②子10,000円（月額）
③16歳年度初めから22歳年
度末までの子5,000円（月額
に加算）
④父母等6,500円（月額）

同じ

住居手当

①借家（家賃12,000円を超え
る者が対象）は、家賃の額に
応じて27,000円を限度に支給
（月額）
②持家（平成29年度末で廃
止）

同じ

0

306,000

60,135

管理職手当

①部長相当職75,700円（月
額）
②課長相当職56,200円（月
額）

752,400

0 千円

同じ

1,771

休日勤務手当 支給割合100分の135 同じ

通勤手当

①自動車等使用者には、距
離に応じて2,400円から
32,000円の範囲内で支給（月
額）
②交通機関利用者には、1か
月定期券等の実費額に応じ
て、55,000円を限度に支給
（月額）

同じ 962

千円 223,769

オ その他の手当（平成31年4月1日現在）

手 当 名 内容及び支給単価
一般行政職
の制度との異
同

一般行政職の制度
と異なる内容

支給実績（平成30
年度決算）

支給職員1人当
たり平均支給年
額（平成30年度
決算）

扶養手当


